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（趣旨） 

第１条 この要綱は、原油価格の高騰の影響を受ける市内中小・小規模企業者

の支援を目的として、予算の範囲内において、朝霞原油高騰対策運送事業者

支援金（以下「運送事業者支援金」という。）を交付することに関し、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「事業者」とは、市内に本社又は主たる事業所を有

するものをいう。 

（交付対象者） 

第３条 運送事業者支援金の交付の対象となる者（以下「対象者」という。）

は、事業者その他市長が適当と認めたもので、道路運送車両法（昭和２６年

法律第１８５号）第５８条第１項の自動車検査証（以下「自動車検査証」と

いう。）の使用者の住所又は使用の本拠の位置が朝霞市内かつ有効期間の満

了する日が令和６年４月１日以後の事業用貨物自動車又は事業用貨物軽自動

車を使用していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象者のうち次に掲げるものは、運送事業者支

援金の交付の対象から除くものとする。 

(１) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号の暴力団又は同条第６号の暴力団員が経営し、又は経営

に関与しているもの 

(２) 法令等に基づく必要な許認可等を受けることなく事業を行うもの 

(３) 令和６年４月２日以後に事業を開始したもの 

(４) 運送事業者支援金の交付に係る中小・小規模企業者の経営に国又は地

方公共団体が直接又は間接に参画しているもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、適当でないと市長が認めるもの 

（運送事業者支援金の額） 

第４条 運送事業者支援金の額は、事業用貨物普通自動車は１台につき１回に

限り２万円とし、事業用貨物軽自動車は１台につき１回に限り７千円とする。 

（申請） 

第５条 運送事業者支援金の交付を受けようとする対象者は、朝霞市原油高騰

対策運送事業者支援金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し



て市長に提出しなければならない。 

(１) 市内に本社又は主たる事業所が存することが確認できる書類 

(２) 自動車検査証の写し 

(３) 直近１期分の法人税確定申告書別表１の写し（法人の場合に限る。）

又は直近１年分の確定申告書第１表の写し（個人の場合に限る。） 

(４) 法人名義（法人の場合に限る。）又は個人事業主名義の通帳のうち振

込口座が分かるページの写し 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 運送事業者支援金の申請期限は、令和６年６月３０日とする。 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書等の提出があったときは、内容を審

査し、審査結果を朝霞市原油高騰対策運送事業者支援金交付決定通知書（様

式第２号）により当該申請書等を提出した者に通知するものとする。 

（運送事業者支援金の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の行為により運送事業者支援金の交付を受け

た者に対して当該運送事業者支援金の返還を求めるものとする。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、運送事業者支援金の交付に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１５日から施行する。 

 


